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施策の概要

施策事例４　産業振興関連施策

9,377,991 千円

北海道 深川市 経済・地域振興部地域振興課

0164-26-2276

http://www.city.fukagawa.hokkaido.jp/

平成 19 年度から平成 21 年度まで

参考とした施策

関 係 施 策 分 類

事 業 期 間

ホ ー ム ペ ー ジ

電 話

担 当 課

標 準 財 政 規 模

人 口 24,141 人

①

1 	取り組みに至る背景
深川市の経済は低迷の度合いを深めており、建設業や飲食店

を中心に廃業・倒産が続いている。地域経済を活性化させるた
めには、企業誘致と既存事業者支援の双方の施策が必要と受け
止めており、その一つとして農業を基幹産業とする本市では、
農産物を活用した特産品開発を事業者や地元大学とともに進め
ることで、既存事業者の活力を高めることが求められた。

2 	事業内容（目的・目標・方策）
既存事業者の商品化を後押しし、地域経済の活性化に資することを目的として、本市の貴重な地域資

源である米（全道第 3 位）、そば（全国第 2 位）、りんご（全道第 7 位）を活用した特産品開発を産学官
連携のもとに実施する。事業期間は平成 19 年度から 3 カ年間とし、米、そば、りんごそれぞれにおいて
新たな商品化を図ることを目標とする。
（1）平成 19 年度 ･･･�産学官連携組織の確立と地域資源の洗

い出し
住民や事業者、地元大学などの参画を得て「ふかがわ元気

会議・地域産業活性化部会」を設立。活動の実効性を高める
ため、活動期間（平成22年 3月末まで）を設定。初年度は、シー
ドル（りんご発泡酒）の試験醸造、ガレット（そばクレープ）
の試作・デモ販売のほか、黒米プロジェクトを立ち上げた。

（2）平成 20 年度 ･･･ 商品化の模索
シードルは前年度の反省を踏まえて 5 種類の試験醸造を実

施。ガレットは 3 事業者が取り組みを開始し、うち 1 事業者
が定番商品へ移行。また、深川初となるオール地元の乾燥五
割そば「多度志やまそば」を商品化した。黒米プロジェクト
では、商品加工の幅を広げるため黒米を製粉し、事業者へ配
付したほか、学校給食に導入。

（3）平成 21 年度 ･･･�市場性のある商品化の絞込みと平成 22
年度以降の取り組み検討

試作シードルとガレットのテスト販売を実施し、事業継続
の有無を判断する。黒米プロジェクトは「北の黒米」として

黒米プロジェクトほ
か地域資源を活用し
た特産品開発（ふか
がわ元気会議交付金）
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予算関連データ
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4

総　額
①～⑤の計

財源内訳（財源区分 : ①～⑤）
①国費 ②県費 ③起債 ④その他 ⑤一般財源

15,216 千円 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円 15,216 千円

①
～
④
の
名
称
・
所
管
等

名　称

所　管

金　額

補助率

深川市

ブランド化を図るとともに「北の黒米生産組合」を発足させ、
生産体制を確立する。

3 	施策の開始前に想定した事業効果
農学科を有する地元大学の黒米開発などの研究成果や農産物

などの地域資源の魅力を住民の手で発掘することで、地域振興
の可能性を再認識し、特産品開発につなげる。また、地元で栽
培された農産物を可能な限り地元で加工・商品化し、販売する
ことを目指すことで、地元の様々な事業者との接点が生まれ、
地域経済の活性化が期待できる。

4 	導入にあたり工夫・苦労した点、課題、対処法など
当該事業の実行部隊となるふかがわ元気会議は、行政主導で立

ち上げたことから初期段階は行政に対する提言や苦情に終始する
ことが多く、住民のアイディアを具現化していく組織であることの理解を得るのに苦労した。しか
し、設立時に活動期限を設定したことで時間的余裕がないとの判断が先立ち、自然に主体的な活動
へ移行した。

5 	現在の成果・実績、今後の展開など
中心事業の黒米関連商品でみると、黒米プロジェクト開始前の 4 社 13 品目から 15 社 33 品目ま

で商品構成が広がり、黒米原料が不足する状況となったことから、平成 21 年度に 3 農家をもって
生産組織を立ち上げた。そばについては、地元原料をもって地元で製麺した乾燥五割そばを商品化。
オール地元は深川初になるもの。一方、シードルやガレットのように他国の食文化と類似する商品
については、デモ販売を通じ消費者ニーズを的確に把握したうえで商品化の判断を行う必要がある
ことがわかった。特に、シードルに関しては、1 年に一度しか試作のチャンスが無いため、その判
断には相当の時間を要する。

当該事業は平成 21 年度末をもって完了するが、産学官連携組織「ふかがわ元気会議」の構成員
からは、かたちを変えて地域産業に資する仕組みを構築するよう要望が高まっていることから、今
後その方策を模索していく。
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